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(57) Abstract: A non -pneumatic tire (1) is provided

[図1] with a plurality of connecting members (13) for
connecting a fixing body ( 11) and an annular body
(12) in the circumferential direction of the tire. The
annular body is split into a large number of split
bodies (12a) in the circumferential direction of the
tire, and an elastic member (16) extending in the
circumferential direction of the tire and connecting
the large number of split bodies in the circumferen
tial direction of the tire is provided in the annular
body. The non-pneumatic tire (1) ensures good
ride, maneuverability and durability by minimizing
increase in weight, hardness and rolling resistance,
and can prevent puncture while equalizing the
ground pressure distribution.

(57) 要約 この非 人 りタイヤ ( 1 )
では、取 り付 げ体 1 1 ) と リング状体

1 2 ) とを連結する連結部材 1 3 )
がタイヤの周方向に沿って複数設 げ られ
て る。 リング状体 は、タイヤの周方向
に沿って多数個の分割体 1 2 a ) に分
割 されるとともに、この リング状体 内に
は、タイヤの周方向に沿って延在 し、が
つ多数個の分割体 をタイヤの周方向に連
結する弾 1- 材 ( 1 6 ) が設 げ られて
る。 この非空気入 りタイヤ ( 1 ) によれ

ば、重量、硬 さおよび転が り抵抗の増大を抑えて良好な乗 り心地性、操縦性さ らには耐久性を確保 し、
かつ接地圧分布の均等化を図りつつ、パンクの発生を防止することができる。
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明 細 書

発明の名称 : 非空気入 りタイヤ

技術分野
０００ 本発明は、使用に際し内部に加圧空気の充填が不要な非空気入 りタィャに

関する。

本願は、 2 ００8年 7 月 9 日に日木に出願された特願 2 ００8 「 7 8 6

6号および 2 ００9 年 月 2 「日に日木に出願された特願 2 ００9 「０
2 9 8 「号に基づき優先権を主張 し、その内容をここに援用する。

背景技術

０００ 内部に加圧空気が充填されて用いられる従来の空気入 りタィャでは、パン

クの発生は構造上不可避的な問題 となっている。

そこで、このパンクの発生を防止できる非空気入 りタィャとして、従来で

は例えば下記特許文献 「に示されるような、内部がゴム材料で満たされた中

実構造のいわゆるソリッドタィャが提案されている。

先行技術文献

特許文献

０００ 特許文献 : 特開平 6 9 3 2 ０3 号公報

発明が解決 しようとする課題

０００ しかしながら前記従来の非空気入 りタイヤでは、空気入 りタイヤと比べて

重量が重い上に硬 さや転が り抵抗も大きくな り、乗 り心地性や操縦性が大幅

に悪化する。そのため、一般車両への適用が困難でその適用範囲が限られて

いる。

０００ この発明は、このょぅな事情を考慮 してなされたもので、重量、硬 さおょ

び転が り抵抗の増大を抑えて良好な乗 り心地性、操縦性さらには耐久性を確

保 し、かつ接地圧分布の均等化を図りつつ、パンクの発生を防止することが

できる非空気入 りタイヤを提供することを目的とする。



課題を解決するための手段

０００ 上記課題を解決 して、このような目的を達成するために、本発明の非空気

入 りタイヤは、車軸に取 り付けられる取 り付け体と、この取 り付け体をタイ

ヤの径方向の外側から囲むリング状体と、タイヤの周方向に沿って複数設け

られ前記取 り付け体と前記 リング状体とを連結する連結部材と、を備える。

また、前記連結部材は、このタイヤをその軸線方向から見たタイヤの側面視

において、タイヤの周方向における一方側に向けて凸となるように湾曲した

第 「連結板 と、他方側に向けて凸となるように湾曲した第 2 連結板 と、を備

える。 さらに、前記 リング状体は、タイヤの周方向に沿って多数個の分割体

に分割されるとともに、このリング状体内には、タイヤの周方向に沿って延

在 し、かつ前記多数個の分割体をタイヤの周方向に連結する弾性部材が設け

られている。

０００ この発明では、非空気入 りタイヤが、取 り付け体と リング状体とがタイヤ

の周方向に沿って複数設けられた連結部材で連結 されて構成され、内部がゴ

ム材料で満たされた中実構造 となっていない。そのため、その重量、硬 さお

よび転が り抵抗の増大を抑えて良好な乗 り心地性や操縦性を確保 しつつ、パ

ンクの発生を防 ぐことができる。

また、連結部材が、タイヤの側面視において、タイヤの周方向における一

方側に向けて凸となるように湾曲した第 「連結板 と、他方側に向けて凸とな

るように湾曲した第 2 連結板 と、を備えているので、この非空気入 りタイヤ

に外力が作用 して取 り付け体と リング状体とが相対的にタイヤの径方向、タ

イヤの周方向、若 しくはタイヤの幅方向に変位 したときに、この変位に応 じ

て第 「連結板および第 2 連結板を弾性変形させ易 くすることが可能になる。

そのため、非空気入 りタイヤに柔軟性を具備 させることができ、車両への振

動の伝達が抑えられ良好な乗 り心地性を確実に確保することができる。

さらに、リング状体がタイヤの周方向に沿って多数個の分割体に分割され

ていることから、リング状体の柔軟性が高められる。そのため、非空気入 り

タイヤに作用する外力に応 じて第 「連結板および第 2 連結板のみならずリン



グ状体をも変形させ易 くすることが可能になる。 したがって、接地面内での

接地圧のばらつきを抑えることが可能にな り、良好な乗 り心地性をよ り一層

確実に確保することができるとともに、後述のようにリング状体の外周面側

に トレッド部材が配設された場合には、耐久性を向上させることができる。

また、前述のようにリング状体がタイヤの周方向に沿って多数個の分割体

に分割されているので、この非空気入 りタイヤを容易に形成することが可能

になる。 しかも、例えばリンヴ状体の一部が破損 したときに、リンヴ状体の

全体を交換せずにこの破損箇所のみを交換すれば足 り、メ ンテナンス性を向

上させることも可能になる。

さらに、リング状体内に、タイヤの周方向に沿って延在 し、かつ多数個の

分割体をタイヤの周方向に連結する弾性部材が設けられているので、リング

状体の変形量を規制することが可能になる。そのため、リング状体を多数個

の分割体に分割 したことによる、このリング状体の柔軟性の過度な向上を抑

制することができる。

したがって、接地面内での接地圧のばらつきや振動の発生を確実に抑える

ことができる。 しかも、リング状体を多数個の分割体に分割 したことによっ

て、非空気入 りタイヤの転が り抵抗の増大や、あるいは両連結板にかかる負

荷の増大を抑制することができる。

このうち、両連結板にかかる負荷の増大を抑制することが可能になること

から、リング状体を多数個の分割体に分割するために両連結板の曲げ剛性を

高めてその耐久性を向上させる必要がない。その結果、これらの連結板の重

量の増大を抑えることが可能になる。 したがって、リング状体を多数個の分

割体に分割するのに伴 う、非空気入 りタイヤの重量の増大を防 ぐことができ

る。

さらに、多数個の分割体が、剛体ではな く弾性部材によってタイヤの周方

向に連結 されているため、接地面積の大きな低減を防 ぐことが可能になる。

加えて、路面から受ける負荷が弾性部材を介 して非空気入 りタイヤの広い範

囲にわたって分散されることで、タイヤにおける局所的に大きな負荷が加わ



る部分の発生を防 ぐことが可能にな り、タイヤの耐久性を向上させることが

できる。

なお、各連結部材が、タイヤの側面視において、タイヤの径方向に沿って

延びる仮想線に対 して線対称となっている場合には、この非空気入 りタイヤ

におけるタイヤの周方向の一方側に沿 うばね定数 と他方側に沿 うばね定数 と

の差を抑えることが可能になる。 したがって、この非空気入 りタイヤを接地

させた状態で、タイヤの接地部分における進行方向に沿 うばね定数 と制動方

向に沿 うばね定数 との差を抑えることが可能にな り、良好な操縦性を確実に

確保することができる。

０００8 ここで、前記 リング状体の外周面側には、その全周にわたって トレッド部

材が配設され、この トレッド部材の外周面にはパターン溝が形成され、前記

第 「連結板および第 2 連結板の各一端部は、前記 リング状体の内周面側にお

いて前記パターン溝と対応する位置に連結 されてもよい。

この場合、リング状体の外周面側に、その全周にわたって トレッド部材が

配設されているので、乗 り心地性、グ リップ性、および非空気入 りタイヤの

耐久性を確実に向上させることができる。

また、第 「連結板および第 2 連結板の各一端部が、リング状体の内周面側

においてパターン溝と対応する位置に連結 されているので、この非空気入 り

タイヤの接地時に、路面から連結部材全体に加えられる負荷、および トレッ

ド部材において第 「連結板および第 2 連結板の各一端部と対応する対応部分

に加えられる負荷をそれぞれ確実に抑制することが可能になる。

このうち、 トレッド部材の前記対応部分に加えられる負荷を抑制すること

が可能になるため、 トレッド部材の前記対応部分における接地圧の局所的な

上昇を防ぎ、接地面内における接地圧のばらつきをよ り一層確実に抑えるこ

とができる。

０００ また、 「つの連結部材における第 「連結板および第 2 連結板の各一端部は

、前記 リング状体の内周面側においてタイヤの周方向における同一の位置に

タイヤの幅方向の位置を互いに異ならせてそれぞれ連結 され、前記連結部材



は、前記第 「連結板がタイヤの幅方向における一の位置にタイヤの周方向に

沿って複数配置され、かつ前記第 2 連結板がタイヤの幅方向における他の位

置にタイヤの周方向に沿って複数配置されるように、タイヤの周方向に沿っ

て複数設けられてもよい。

この場合、 「つの連結部材における両連結板の各一端部が、リング状体の

内周面側においてタイヤの周方向における同一の位置に、タイヤの幅方向の

位置を互いに異ならせてそれぞれ連結 される。また、連結部材が、第 「連結

板がタイヤの幅方向における一の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置さ

れ、かつ第 2 連結板がタイヤの幅方向における他の位置にタイヤの周方向に

沿って複数配置されるように、タイヤの周方向に沿って複数設けられている

。そのため、タイヤの周方向に沿って隣 り合 う連結部材同士の干渉を抑える

ことが可能にな り、連結部材の配設個数に対する制限をよ り一層確実に抑え

ることができる。

なお、前述のように トレッド部材が配設された場合には、 トレッド部材に

作用する接地圧をさらにタイヤの幅方向に分散させ易 くすることも可能にな

り、耐久性を確実に向上させることができる。

０００ さらに、前記第 「連結板および第 2 連結板はそれぞれ、金属材料若 しくは

樹脂材料で形成されてもよい。

この場合、ヒステ リシス ロスの発生をほぼな くすことが可能にな り、転が

り抵抗を空気入 りタイヤよ りも低減することができる。

００ また、前記 リング状体の内周面側に連結 される第 「連結板および第 2 連結

板の各一端部、および前記取 り付け体の外周面側に連結 される第 「連結板お

よび第 2 連結板の各他端部のうちの少な く とも一方は、タイヤの幅方向に沿

って平行に延びる回転軸線回りに回転自在に支持されてもよい。

この場合、両連結板における各一端部および各他端部のうちの少な く とも

一方が、タイヤの幅方向に沿って平行に延びる回転軸線回りに回転自在に支

持されているので、非空気入 りタイヤに外力が作用 して取 り付け体と リング

状体とが相対的に前述のように変位 したときに、前記端部の少な く とも一方



を前記回転軸線回りに回転させることによ り、この端部の少な く とも一方が

局所的に大きく変形させられるのを抑制することが可能になる。 したがって

、前記両連結板の全体を偏 り少な く均等に変形させて前記端部の少な く とも

一方にかかる負荷を抑えることが可能にな り、乗 り心地性、および連結部材

全体の耐久性をよ り一層高めることができる。

００ なお、 「つの前記連結部材における第 「連結板および第 2 連結板の各一端

部は、タイヤの周方向に沿って互いに隣接する複数個の分割体に跨って連結

されてもよい。

この場合、 「つの連結部材における両連結板の各一端部が、タイヤの周方

向に沿って互いに隣接する複数個の分割体に跨って連結 されているので、リ

ング状体を構成する分割体の個数を、前述の作用効果を奏するのに十分な数

量確保 し易 くすることが可能になる。また、前述のように トレッド部材が配

設された場合には、 トレッド部材に作用する接地圧をタイヤの周方向に分散

させ易 くすることも可能にな り、接地面内での接地圧のばらつきを確実に抑

えることができる。

発明の効果

００ 3 この発明によれば、非空気入 りタイヤの重量、硬 さおよび転が り抵抗の増

大を抑えて良好な乗 り心地性、操縦性さらには耐久性を確保 し、かつ接地圧

分布の均等化を図りつつ、パンクの発生を防止することができる。

００ 図 本発明に係る第 「実施形態において、非空気入 りタイヤの一部を分解 し

た概略斜視図である。

図 図 「の非空気入 りタイヤの一部を示す概略斜視図である。

図3 図 「に示す非空気入 りタイヤにおいて、連結部材および取 り付け体を

タイヤの幅方向から見た正面図である。

図3 図 3 A に示す正面図の側面図である。

図 本発明に係る第 2 実施形態において、非空気入 りタイヤの一部を分解 し

た概略斜視図である。



図 図 の非空気入 りタイヤの一部を示す概略斜視図である。

図 図 に示す非空気入 りタイヤにおいて、連結部材および取 り付け体を

タイヤの幅方向から見た正面図である。

図 図 6 A に示す正面図の側面図である。

図 本発明に係る他の実施形態において、非空気入 りタイヤの一部を示す概

略斜視図である。

図8 本発明に係る他の実施形態として示した非空気入 りタイヤにおいて、

連結部材および取 り付け体をタイヤの幅方向から見た正面図である。

図8 図 8 A に示す正面図の側面図である。

発明を実施するための形態

００ 以下、本発明に係る非空気入 りタイヤの第 「実施形態を図 「から図 3 を

参照 しながら説明する。

この非空気入 りタイヤ 「は、図示されない車軸に取 り付けられる取 り付け

体 「 「と、取 り付け体 「 「をタイヤの径方向の外側から囲むリング状体 1 2

と、タイヤの周方向に沿って複数設けられ取 り付け体 「 「の外周面側と リン

グ状体 1 2 の内周面 1 2 b とを連結する連結部材 1 3 と、リング状体 1 2

の外周面 1 2 C にその全周にわたって配設された トレッド部材 1 と、リ

ング状体 1 2 と トレッド部材 1 との間に配設された補強層 1 と、を備え

ている。

００ 取 り付け体 「 「は、非空気入 りタイヤ 「をその軸線 方向から見たタイヤ

の側面視において円形に形成され、その径方向中央部に複数の取 り付け孔 「

a が形成されている。 これらの取 り付け孔 a に例えばボル トが挿入さ

れて前記車軸に形成された雌ねじ部に螺合することによ り、取 り付け体 「 「

が前記車軸に取 り付けられる。なお、取 り付け体 「 「は金属材料で円盤状に

形成されている。

００ トレッド部材 1 は円筒状に形成され、リング状体 1 2 の外周面 1 2 C

をその全域にわたって一体に覆っている。なお、 トレッド部材 1 の厚さは

例えば約 「 となっている。また本実施形態では、 トレッド部材 1 の



外周面に周方向主溝 (パターン溝 ) 「 a がタイヤの幅方向Hに間隔をあけ

て複数形成されている。 さらに トレッド部材 「 は、例えば、天然ゴムまた

は およびゴム組成物が加硫 された加硫ゴム、あるいは熱可塑性材料等で形

成されている。熱可塑性材料として、例えば熱可塑性エラス トマ一若 しくは

熱可塑性樹脂等が挙げられる。熱可塑性エラス トマ一としては、例えば

S K 6 「 8 に規定 されるア ミ ド系熱可塑性エラス トマ ( T P A ) 、エ

ステル系熱可塑性エラス トマ ( T P C ) 、オ レフイ ン系熱可塑性エラス ト

マ ( T P O ) 、スチ レン系熱可塑性エラス トマ ( T P S ) 、ウレタン系

熱可塑性エラス トマ ( T P U ) 、熱可塑性ゴム架橋体 ( T P V ) 、若 しく

はその他の熱可塑性エラス トマ ( T P Z ) 等が挙げられる。熱可塑性樹脂

としては、例えばウレタン樹脂、オ レフイ ン樹脂、塩化 ビニル樹脂、若 しく

はポ リア ミ ド樹脂等が挙げられる。なお、耐摩耗性の観点では トレッド部材

「 を加硫ゴムで形成するのが好ましい。

補強層 「 は、円筒状に形成されたゴムシー トの内部にスチールコー ドが

複数木並べられて埋設された構成となっている。なお、この補強層 「 は ト

レッド部材 「 と一体に形成 してもよい。また、補強層 「 は、例えば接着

剤等を用いてその内周面をリングィ犬体 「 2 の外周面 「 2 C に接着させ外周面

を トレッド部材 「 の内周面に接着させることによ り固定 されている。

００ 8 連結部材 「 3 は、前記タイヤの側面視において、タイヤの周方向における

一方側に向けて凸となるように湾曲した第 「連結板 2 「と、他方側に向けて

凸となるように湾曲した第 2 連結板 2 と、を備えている。また、 「つの連

結部材 「 3 における第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 の各一端部 2 「 a

は、リングィ犬体 「 2 の内周面 「 2 b においてタイヤの周方向にお

ける同一の位置に連結 されている。 さらに本実施形態では、これらの各一端

部 2 「 a 、 2 は、リングィ犬体 「 2 の内周面 「 2 b に、タイヤの幅方向

Hの位置を互いに異ならせてそれぞれ連結 されている。

００ そして、各連結部材 「 3 の前記タイヤの側面視における形状は、図 3 に示

されるように、この連結部材 「 3 のタイヤの周方向中央部を通 りタイヤの径



方向に沿って延びる仮想線 」に対 して線対称となっている。図示の例では、

仮想線 」は、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2 と前記軸線 と

を通っている。

すなわち、両連結板 2 「、 2 の各長さは互いに同等とされるとともに、

両連結板 2 「、 2 の各他端部 2 「 b 、 2 は、前記タイヤの側面視にお

ける、取 り付け体 「 「の外周面の前記各一端部 2 「 a 、 2 とタイヤの径

方向で対向する位置から前記軸線 を中心にタイヤの周方向における一方側

および他方側にそれぞれ同 じ角度 (例えば 。
以上 「 3 。

以下、好まし

く 。 。は 9 ０ 以上 「 2 ０ 以下 ) ずつ離れた各位置にそれぞれ連結 されている

０００ また、複数の連結部材 「 3 は、取 り付け体 「 「と リングィ犬体 「 2 との間に

おける前記軸線 を基準に互いに点対称となる位置にそれぞれ配置されてい

る。 さらに、連結部材 「 3 は、第 「連結板 2 「がタイヤの幅方向Hにおける

一の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置され、かつ第 2 連結板 2 が前

記タイヤの幅方向Hにおける一の位置とは異なる、タイヤの幅方向Hにおけ

る他の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置されるように、タイヤの周方

向に沿って複数 (図示の例では 6 tl ) 設けられている。 さらにまた、全て

の連結部材 「 3 は互いに同形かつ同サイズとなっている。

００ また、タイヤの周方向に沿って隣 り合 う第 「連結板 2 「同士は互いにほぼ

平行とさせられてタイヤの周方向にて対向し、タイヤの周方向に沿って隣 り

合 う第 2 連結板 2 同士も互いにほぼ平行とさせられてタイヤの周方向にて

対向している。 さらに、図示の例では、両連結板 2 「、 2 の各他端部 2 「

b 、 2 は、取 り付け体 「 「の外周面におけるタイヤの幅方向Hに沿った

両端部にそれぞれ連結 されている。

００ なお、個々の第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 のタイヤの幅方向H (

前記軸線 方向) の大きさ、つま り幅は互いに同等になっている。また、第

「連結板 2 「および第 2 連結板 2 の各厚さも互いに同等になっている。 さ

らに、両連結板 2 「、 2 の各他端部 2 「 b 、 2 は、取 り付け体 「 「の



外周面に外接するように連結 されている。

００ 3 リングィ犬体 「 2 は、タイヤの周方向に沿って多数個の分割体 「 2 a に分割

されている。分割体 「 2 a は金属材料で形成されている。また、タイヤの周

方向に沿って隣 り合 う分割体 「 2 a の周端縁同士は互いに近接若 しくは当接

している。 さらに、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各一

端部 2 「 a 、 2 は、タイヤの周方向に沿って互いに隣接する複数個 (図

示の例では 3 個 の分割体 a に跨って連結されている。

なお、図示の例では、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の

各一端部 2 「 a 、 2 は、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b においてタイ

ヤの幅方向Hの中央部から他端部側 (反車両側 ) にずれた位置に連結 されて

いる。 さらに、分割体 「 2 a のタイヤの周方向における大きさは、例えばタ

イヤの幅方向Hにおける大きさの 「０分の 「程度となっている。

００ ここで、タイヤの周方向に沿って互いに隣接する複数個の分割体 「 2 a に

おいて リング状体 「 2 の内周面 「 2 bを構成する裏面には、平板 「 a と、

この平板 「 a の表面にタイヤの周方向に沿った中央部に設けられたブロッ

ク状体 「 b とを備える取付け部材 「 9 が接着若 しくは接合 されている。そ

して、この取付け部材 「 9 によってタイヤの周方向に沿って互いに隣接する

複数個の分割体 「 2 a が連結 されている。

また、取 り付け部材 「 9 は、分割体 「 2 a の前記裏面の、タイヤの幅方向

Hにおける中央部から他端側にずれた位置に配設されている。そして、前記

ブロック状体 「 b においてタイヤの径方向の内側を向く表面に、 「つの連

結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2 が外接す

るように連結 されている。

００ なお、図示の例では、取 り付け体 「 「のタイヤの幅方向Hにおける大きさ

は、リング状体 「 2 のタイヤの幅方向Hにおける大きさの半分程度となって

いる。 これによ り、非空気入 りタイヤ 「が、タイヤの幅方向Hの一端部側を

車両側に位置させ、かつタイヤの幅方向Hの他端部側を反車両側に位置させ

た状態で、車両に装着されると、リング状体 「 2 のタイヤの径方向内側にお



いて取 り付け体 「 「よ りも車両側に位置する部分に、ブレーキ等を収納する

スペースが確保 される。

さらに本実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2 は

、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b において トレッド部材 「 の外周面に形

成された複数の周方向主溝 「 a のうちの 「つと対応する位置に、前記ブロ

ック状体 「 b を介 して連結 されている。

００ ここで、本実施形態では、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 はそれぞ

れ、ヒステ リシス ロスがほとんど無い例えば金属材料若 しくは樹脂材料等で

形成されている。

なお、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 を、例えば鉄鋼、ステンレス

鋼若 しくはアル ミ ニウム合金等の金属材料で形成 した場合には、第 「連結板

2 「および第 2 連結板 2 それぞれの両端部 2 「 a 、 2 「 b および 2 a

2 は、取 り付け体 「 「の外周面および前記ブロック状体 「 b J ング

状体 「 2 の内周面 「 2 b ) に溶接若 しくは締結部材で締結 されて連結 され

る。

また、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 を樹脂材料で形成 した場合に

は、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 それぞれの両端部 2 「 a 、 2 「 b

および 2 2 a は、取 り付け体 「 「の外周面および前記ブロック状体

「 b J ング状体 「 2 の内周面 「 2 b j ) に、この樹脂材料を接着させる

若 しくは締結部材で締結 されることによって連結 される。

００ そして、本実施形態では、リング状体 「 2 内に、タイヤの周方向に沿って

全周にわたって延在 し、かつ多数個の分割体 「 2 a をタイヤの周方向にて連

結する弾性部材 「 6 が設けられている。図示の例では、弾性部材 「 6 は、タ

イヤの周方向における全周にわたって連続 して延びるコイルス プ リングとさ

れ、リング状体 「 2 内でタイヤの周方向に間隔をあけて複数配設された支持

筒 「 6 b 内に挿入されている。支持筒 「 6 bのタイヤの周方向に沿った長さ

は、前記ブロック状体 「 bのタイヤの周方向に沿った長さよ りも若干短 く

、この支持筒 「 6 bの外周面がブロック状体 「 b においてタイヤの幅方向



Hにおける他端部側の端面に接着若 しくは接合 されている。

００ 8 なお、図示の例では、支持筒 「 6 b およびブロック状体 「 bそれぞれの

個数は一致 しており、全てのブロック状体 「 b に 「つずつ支持筒 「 6 bが

配設されている。また、弾性部材 「 6 においてタイヤの周方向に沿って互い

に隣 り合 う支持筒 「 6 b 同士の間に位置する部分の長さは、この非空気入 り

タイヤ 「が無負荷の状態で例えば約 ０ となっている。 さらに、弾性部

材 「 6 のばね定数は例えば約 2 ・ 8 6 N とされ、弾性部材 「 6 の外径

は例えば約 「０・ となっている。なお、この弾性部材 「 6 の曲げ剛性

は、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 それぞれのタイヤの周方向に沿っ

た曲げ剛性よ りも高 くなってもよい。

００ 以上説明したように、本実施形態による非空気入 りタイヤ 「によれば、取

り付け体 「 「と リング状体 「 2 とがタイヤの周方向に沿って複数設けられた

連結部材 「 3 で連結 されて構成され、内部がゴム材料で満たされた中実構造

となっていない。そのため、その重量、硬 さおよび転が り抵抗の増大を抑え

て良好な乗 り心地性や操縦性を確保 しつつ、パンクの発生を防 ぐことができ

る。

０００ また、連結部材 「 3 が、タイヤの側面視において、タイヤの周方向におけ

る一方側に向けて凸となるように湾曲した第 「連結板 2 「と、他方側に向け

て凸となるように湾曲した第 2 連結板 2 と、を備えている。そのためこの

非空気入 りタイヤ 「に外力が作用 して取 り付け体 「 「と リング状体 「 2 とが

相対的にタイヤの径方向、タイヤの周方向、若 しくはタイヤの幅方向Hに変

位 したときに、この変位に応 じて第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 を弾

性変形させ易 くすることが可能になる。その結果、非空気入 りタイヤ 「に柔

軟性を具備 させることができ、車両への振動の伝達が抑えられ良好な乗 り心

地性を確実に確保することができる。

００3 さらに、各連結部材 「 3 が、タイヤの側面視において前記仮想線 」に対 し

て線対称となっているので、この非空気入 りタイヤ 「におけるタイヤの周方

向の一方側に沿 うばね定数 と他方側に沿 うばね定数 との差を抑えることが可



能になる。 したがって、この非空気入 りタイヤ 「を接地させた状態で、タイ

ヤ 「の接地部分における進行方向に沿 うばね定数 と制動方向に沿 うばね定数

との差を抑えることが可能にな り、良好な操縦性を確実に確保することがで

きる。

００3 さらにまた、リング状体 「 2 がタイヤの周方向に沿って多数個の分割体 「

2 a に分割されていることから、リング状体 「 2 の柔軟性が高められる。そ

の結果、非空気入 りタイヤ 「に作用する外力に応 じて第 「連結板 2 および

第 2 連結板 2 のみならずリング状体 「 2 をも変形させ易 くすることが可能

になる。 したがって、接地面内での接地圧のばらつきを抑えることが可能に

な り、良好な乗 り心地性をよ り一層確実に確保することができるとともに、

トレッド部材 「 における偏摩耗の発生も防 ぐことができる。

００33 さらに、前述のようにリング状体 「 2 がタイヤの周方向に沿って多数個の

分割体 「 2 a に分割されているので、この非空気入 りタイヤ 「を容易に形成

することが可能になる。 しかも、例えばリング状体 「 2 の一部が破損 したと

きに、リング状体 「 2 の全体を交換せずにこの破損箇所のみを交換すれば足

り、メ ンテナンス性を向上させることも可能になる。

さらにまた、本実施形態では、リング状体 「 2 の外周面 「 2 C に、その

全周にわたって トレッド部材 「 が配設されているので、乗 り心地性、グ リ

ップ性、および非空気入 りタイヤ 「の耐久性を確実に向上させることができ

る。

００3 また、リング状体 「 2 内に、タイヤの周方向に沿って延在 し、かつ多数個

の分割体 「 2 a をタイヤの周方向に連結する弾性部材 「 6 が設けられている

ので、リング状体 「 2 の変形量を規制することが可能になる。そのため、リ

ング状体 「 2 を多数個の分割体 「 2 a に分割 したことによる、このリング状

体 「 2 の柔軟性の過度な向上を抑制することができる。

したがって、接地面内での接地圧のばらつきや振動の発生を確実に抑える

ことができる。 しかも、リンヴ状体 を多数個の分割体 a に分割 した

ことによって、非空気入 りタイヤ 「の転が り抵抗の増大や、あるいは両連結



板 2 「、 2 にかかる負荷の増大を抑制することができる。

００3 このうち、両連結板 2 「、 2 にかかる負荷の増大を抑制することが可能

になることから、リング状体 「 2 を多数個の分割体 「 2 a に分割するために

両連結板 2 「、 2 の曲げ剛性を高めてその耐久性を向上させる必要がない

。その結果、これらの連結板 2 「、 2 の重量の増大を抑えることが可能に

なる。 したがって、リング状体 「 2 を多数個の分割体 「 2 a に分割するのに

伴 う、非空気入 りタイヤ 「の重量の増大を防 ぐことができる。

さらに多数個の分割体 「 2 a が、剛体ではな く弾性部材 「 6 によってタイ

ヤの周方向に連結 されていることから、接地面積の大きな低減を防 ぐことが

可能になる。加えて、路面から受ける負荷が弾性部材 「 6 を介 して非空気入

りタイヤ 「の広い範囲にわたって分散されることで、非空気入 りタイヤ 「に

おける局所的に大きな負荷が加わる部分の発生を防 ぐことが可能にな り、非

空気入 りタイヤ 「の耐久性を向上させることができる。

本実施形態では、弾性部材 「 6 がコイルス プ リングであるので、ヒステ リ

シス ロスの発生をほぼな くすことが可能にな り、転が り抵抗を確実に低減す

ることができる。

００3 また、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a

2 a が、タイヤの周方向に沿って互いに隣接する複数個の分割体 「 2 a

に跨って連結 されているので、リング状体 「 2 を構成する分割体 「 2 a の個

数を、前述の作用効果を奏するのに十分な数量確保 し易 くすることが可能に

なる。加えて、 トレッド部材 「 に作用する接地圧をタイヤの周方向に分散

させ易 くすることも可能にな り、接地面内での接地圧のばらつきを確実に抑

えることができる。

００3 また、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 の各一端部 2 「 a 、 2 が

、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b において トレッド部材 「 の外周面に形

成された周方向主溝 「 a と対応する位置に前記ブロック状体 「 b を介 し

て連結されているので、この非空気入 りタイヤ 「の接地時に、路面から連結

部材 「 3 全体に加えられる負荷、および トレッド部材 「 において第 「連結



板 2 「および第 2 連結板 2 の各一端部 2 「 a 、 2 と対応する対応部分

に加えられる負荷をそれぞれ確実に抑制することが可能になる。

このうち、 トレッド部材 「 の前記対応部分に加えられる負荷を抑制する

ことが可能になるため、 トレッド部材 「 の前記対応部分における接地圧の

局所的な上昇を防ぎ、接地面内における接地圧のばらつきをよ り一層確実に

抑えることができる。

００38 また、「つの連結部材 3 における両連結板 2 2 の各一端 a

2 a が、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b においてタイヤの周方向にお

ける同一の位置にタイヤの幅方向Hの位置を互いに異ならせてそれぞれ連結

されて、連結部材 「 3 が、第 「連結板 2 「がタイヤの幅方向における一の位

置にタイヤの周方向に沿って複数配置され、かつ第 2 連結板 2 がタイヤの

幅方向における他の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置されるように、

タイヤの周方向に沿って複数設けられている。そのため、タイヤの周方向に

沿って隣 り合 う連結部材 「 3 同士の干渉を抑えることが可能にな り、その配

設個数に制限が生ずるのを確実に抑えることができる。加えて、 トレッド部

材 「 に作用する接地圧をさらにタイヤの幅方向Hに分散させ易 くすること

も可能にな り、 トレッド部材 「 に偏摩耗が生ずるのを確実に防 ぐことがで

きる。

００3 さらに、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 がそれぞれ、金属材料若 し

くは樹脂材料で形成されているので、ヒステ リシス ロスの発生をほぼな くす

ことが可能にな り、転が り抵抗をよ り一層低減することができる。

０００ 次に、本発明に係る非空気入 りタイヤの第 2 実施形態を図 から図 6 を

参照 しながら説明するが、前記第 「実施形態と同一の部位には同一の符号を

付 してその説明は省略し、異なる点についてのみ説明する。

００ この非空気入 りタイヤ 2 においては、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「

a 、 2 および各他端部 2 「 b 、 2 が、タイヤの幅方向Hに沿って平

行に延びる回転軸線 R回りに回転自在に支持されている。

取 り付け体 3 「の外周面におけるタイヤの幅方向Hに沿った両端には、タ



イヤの径方向外方に向けて突出する第 「支持突 3 が、タイヤの周方向に

等間隔をあけて複数設けられるとともに、各第 「支持突 3 にはタイヤの

幅方向Hに貫通する第 「軸受孔 3 が形成されている。

そして、取 り付け体 3 「の外周面におけるタイヤの幅方向Hに沿った両端

に位置する各第 「支持突部 3 は、タイヤの幅方向Hに沿って互いに対向し

ており、これらの第 「支持突 3 に形成された第 「軸受孔 3 は回転軸

線 R と同軸に位置 している。

００ また、取付け部材 3 7 は、複数個の分割体 「 2 a に跨って連結 された平板

3 7 と、この平板 3 7 の表面に、タイヤの幅方向Hに互いに間隔あけて

突設された一対の第 2 支持突部 3 7 と、を備えている。 さらに、これらの

第 2 支持突部 3 7 にはタイヤの幅方向Hに貫通する第 2 軸受孔が形成され

ている。 これらの第 2 軸受孔は回転軸線 R と同軸に位置 している。

００ 3 ここで、本実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各他端部 2 「 b 、 2

には、タイヤの幅方向Hに沿って平行に延びる第 「軸部 3 が取 り付けられ

ており、この第 「軸 3 の両端部は、各連結板 2 「、 2 よ りもタイヤの

幅方向Hの外側に突出している。 さらに、本実施形態では、両連結板 2 「、

2 の各一端部 2 「 a はタイヤの幅方向Hに沿って延びる第 2 軸 n を介

して連結 されている。 この第 2 軸部 3 6の両端部は、両連結板 2 「、 2 よ

りもタイヤの幅方向Hの外側に突出している。

そして、第 「軸部 3 の両端部が第 「軸受孔 3 に回転自在に挿入され

、かつ第 2 軸 n の両端部が前記第 2 軸受孔に回転自在に挿入されている

００ さらに本実施形態では、リング状体 「 2 内に、タイヤの周方向に沿って全

周にわたって延在 し、かつ多数個の分割体 「 2 a をタイヤの周方向に連結す

る弾性部材 3 8が設けられている。図示の例では、弾性部材 3 8 は、外径が

リング状体 「 2 の内径 と同等のリング状に形成されている。また、この弾性

部材 3 8の外周面は、リング状体 「 2 の内周面に接着若 しくは接合 されてい

る。そして、この弾性部材 3 8の内周面に取付け部材 3 7 の平板 3 7 が接



着若 しくは接合 されている。 さらに、弾性部材 3 8 は、例えば、金属材料、

天然ゴムまたは およびゴム組成物が加硫 された加硫ゴム、あるいは熱可塑

性材料等で形成されている。金属材料として、例えばアル ミ ニウムやステン

レス鋼等が挙げられる。熱可塑性材料として、例えば前述の熱可塑性エラス

トマ一若 しくは熱可塑性樹脂等が挙げられる。なお、この弾性部材 3 8の曲

げ剛性は、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 それぞれのタイヤの周方向

に沿った曲げ剛性よ りも高 く してもよい。 さらに、弾性部材 3 8のタイヤの

幅方向Hに沿ったサイズは、平板 3 7 のタイヤの幅方向Hに沿ったサイズ

と同等になっている。

００ 以上説明したように、本実施形態による非空気入 りタイヤ 2 では、両連結

板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2 2 および各他端部 2 2 b (以

下、接続部分という ) が、前記回転軸線 R 回りに回転自在に支持されている

。そのため、非空気入 りタイヤ 2 に外力が作用 して取 り付け体 3 「と リング

状体 「 2 とが相対的にタイヤの径方向、タイヤの周方向、若 しくはタイヤの

幅方向Hに変位 したときに、両連結板 2 「、 2 の前記接続部分を前記回転

軸線 R 回りに回転させることによ り、この接続部分における局所的な大きな

変形を抑制することが可能になる。 したがって、両連結板 2 「、 2 の全体

を偏 り少な く均等に変形させて前記接続部分にかかる負荷を抑えることが可

能にな り、乗 り心地性、および連結部材 「 3 全体の耐久性をよ り一層高める

ことができる。

００ ところで、このように両連結板 2 「、 2 の前記接続部分を回転軸線 R 回

りに回転自在に支持する構成では、この連結部材 「 3 の配設個数がスペース

上の理由から制限される場合がある。 このように連結部材 「 3 の配設個数が

制限された場合に、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各一

端部 2 「 a 、 2 を 「つの分割体 「 2 a に連結 してしまう と、分割体 「 2

a の個数が少な くな りすぎて、前述の作用効果が奏功されな くなる。

００ そこで、両連結板 2 「、 2 の前記接続部分を回転軸線 R 回りに回転自在

に支持する構成を採用 したことによ り、連結部材 「 3 の配設個数が少な くな



ったとしても、前述のように、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「、

2 の各一端部 2 「 a 、 2 を、タイヤの周方向に沿って互いに隣接する

複数個の分割体 「 2 a に跨って連結することによって、リング状体 「 2 を構

成する分割体 「 2 a の個数は、前述の作用効果を奏するのに十分な数量確保

することが可能になる。つま り、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「

の各一端部 2 「 a 、 2 を、タイヤの周方向に沿って互いに隣接す

る複数個の分割体 a に跨って連結することで、連結部材 3の配設個数

とは無関係に分割体 「 2 a の個数を数多 く確保することができる。

００ 8 さらに本実施形態では、弾性部材 3 8が、外径が リング状体 「 2 の内径 と

同等のリング状に形成されているので、この非空気入 りタイヤ 2 の製造に際

し、例えば弾性部材 3 8 を基準の一つとして多数個の分割体 「 2 a の配設位

置を特定することが可能にな り、非空気入 りタイヤ 2 を容易かつ高精度に形

成することができる。

００ なお、本発明の技術的範囲は前記実施の形態に限定 されるものではな く、

本発明の趣旨を逸脱 しない範囲において種々の変更を加えることが可能であ

る。

例えば、前記各実施形態で示 した弾性部材 「 6 、 3 8 に代えて、図 7 に示

されるように、例えばスチール等からなる リング状の束線 (弾性部材 ) ０
を採用 し、この束線 ０を、ブロック状体 「 b をタイヤの周方向に貫 く貫

通孔内に配設 してもよい。図示の例では、束線 ０は、タイヤの周方向に沿

って全周にわたって連続 して延在 している。なお、束線 ０に代えて例えば

スチール等からなる単線若 しくは撚 り線を採用 してもよい。また、ブロック

状体 「 b に貫通孔を形成 しないで、束線 ０、前記単線若 しくは撚 り線を

リング状体 「 2 の内周面 「 2 b または取付け部材 「 9 に接合若 しくは接着 し

てもよい。

０００ さらに、前記各実施形態で示 した弾性部材 「 6 、 3 8 の配設位置は

、リンヴ状体 内において多数個の分割体 a をタイヤの周方向に連結

することが可能な位置であれば、図示 した位置に限られるものではない。



また、前述 した各弾性部材 「 6 、 3 8 は、タイヤの周方向に沿って

全周にわたって連続 して延在 しているが、タイヤの周方向に沿って断続的に

点在若 しくは延在させてもよい。例えば、弾性部材 「 6 、 3 8 を、タ

イヤの周方向に沿って多数個の弾性分割体に分割 し、 「つの弾性分割体によ

り 2 つの分割体 「 2 a をタイヤの周方向に連結 させるとともに、 2 つの弾性

分割体を 「つの分割体 「 2 a に連結することで、弾性部材 「 6 、 3 8

をタイヤの周方向の全周にわたって延在させ、かつこの弾性部材 「 6 、 3 8

０によ り多数個の分割体 「 2 a をタイヤの周方向の全周にわたって連結

させてもよい。 この場合、弾性部材 「 6 、 3 8 を容易に形成すること

が可能になるとともに、この弾性部材 「 6 、 3 8 ０を容易にリング状体

「 2 に組付けることができる。

００ また、前記各実施形態では、連結部材 「 3 として第 「連結板 2 「および第

2 連結板 2 をそれぞれ 「つずつ備えた構成を示 したが、これに代えて、 「

つの連結部材 「 3 に第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 がそれぞれ複数ず

つ、互いのタイヤの幅方向Hの位置を異ならせて備えられた構成を採用 して

もよい。

また、連結部材 「 3 を、取 り付け体 「 「と リング状体 「 2 との間にタイヤ

の幅方向Hに沿って複数設けてもよい。

さらに、取 り付け体 「 「、 3 「の形状として円盤状体を示 したが、これに

代えて例えばリング状体等を採用 してもよい。

００ また、前記各実施形態では、タイヤの周方向に沿って隣 り合 う分割体 「 2

a の周端縁同士を互いに近接若 しくは当接 させたが、タイヤの周方向に離間

させてもよい。 この場合、非空気入 りタイヤ 「、 2 の柔軟性を確実に高める

ことが可能になる。

この構成において、弾性部材 「 6 、 3 8 のうちタイヤの周方向に沿

って隣 り合 う分割体 「 2 a 同士の間に位置する部分と、 トレッド部材 「 の

内周面側 (図示の例では補強層 「 の内周面 ) との間に、タイヤの径方向に

沿って隙間が設けられてもよい。 この場合、路面から受ける負荷を確実に両



連結板 2 「、 2 に伝達 させることが可能にな り、前述の作用効果が確実に

奏 されるとともに、リング状体 「 2 の外周面 「 2 C に トレッド部材 「 や

補強層 「 を容易に装着することができる。

さらに、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 を形成する材質は前記各実

施形態に限らず適宜変更 してもよい。

また、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 それぞれの他端部 2 「 b 、 2

bは、前記各実施形態に代えて例えば、取 り付け休 「 「、 3 の外周面に

おける、前記軸線 をタイヤの径方向に沿って挟んで互いに反対となる位置

にそれぞれ連結 してもよいし、あるいは、取 り付け体 「 「、 3 「の外周面に

おける、第 「連結板 2 「および第 2 連結板 2 の各一端部 2 「 a 、 2 に

タイヤの径方向に沿って対向する位置等に連結 してもよい。

さらに、前記各実施形態では、補強層 「 を、接着剤等を介 してその内周

面をリング状体 「 2 の外周面 「 2 C に接着 し外周面を トレッド部材 「 の内

周面に接着 して固定 したが、これに代えて例えば、前記両連結板 2 「、 2

の弾性復元力によ り、リング状体 「 2 の外周面 「 2 C と補強層 「 の内周面

とを密接 させ、かつ補強層 「 の外周面と トレッド部材 「 の内周面とを密

接 させるようにしてもよい。なお、補強層 「 は設けな くてもよい。

００ 3 さらに、前記各実施形態では、 「つの連結部材 「 3 における両連結板 2 「

の各一端部 2 「 a 、 2 を、タイヤの周方向に沿って互いに隣接す

る複数個の分割体 「 2 a に跨って連結 したが、 「つの分割体 「 2 a に 「つの

連結部材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2 を連結

してもよい。

また、前記各実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2

a を、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b において トレッド部材 「 の外周面

に形成された複数の周方向主溝 「 a のうちの 「つと対応する位置に、前記

ブロック状体 「 bを介 して連結 したが、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b

における任意の位置に連結 してもよい。

００ また、前記各実施形態に代えて、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、



2 を、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b lにタイヤの周方向位置を互いに

異ならせて連結 してもよい。

さらに、前記各実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、 2

2 が、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b において トレッド部材 「 の外周

面に形成された周方向主溝 「 a と対応する位置に前記ブロック状体 「 b

を介 して連結 された構成を示 したが、これに代えて例えば、 トレッド部材 「

の外周面に横溝 (パターン溝 ) を形成 し、両連結板 2 「、 2 の各一端部

2 「 a 、 2 を、リング状体 「 2 の内周面 「 2 b において前記横溝と対

応する位置に連結 してもよい。

さらに、前記第 2 実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各一端部 2 「 a 、

2 および各他端部 2 2 b の双方が、前記回転軸線 R 回りに回転

自在に支持された構成を示 したが、前記各一端部 2 「 a 、 2 および各他

端部 2 b のうちの少な く とも一方を前記回転軸線 R 回りに回転自

在に支持するようにしてもよい。

さらに、前記各実施形態では、両連結板 2 「、 2 の各他端部 2 「 b 、 2

2 を、前記の側面視において、取 り付け体 「 「、 3 「の外周面において前

記各一端部 2 「 a 、 2 とタイヤの径方向で対向する対向位置から前記軸

線 を中心にタイヤの周方向における一方側および他方側にそれぞれ、例え
。ば 。 以上 「 3 以下、好ましくは図 3 および図 6 に示されるように 9

。 。以上 「 2 ０ 以下の範囲で同 じ角度ずつ離れた各位置にそれぞれ連結す

ることで、人力に応 じて両連結板 2 「、 2 を変形させ易 く して乗 り心地性

を向上させたが、例えば、連結部材 「 3 の配設個数を多 く確保 しつつ、非空

気入 りタイヤ 「、 2 の重量を低減させたり、タイヤの周方向に沿って隣 り合

う両連結板 2 「、 2 同士の干渉を防止 したりする等のために、両連結板 2

「、 2 の各他端部 2 「 b 、 2 を、前記の側面視において、取 り付け体

「 「、 3 「の外周面において前記対向位置から前記軸線 を中心にタイヤの

周方向における一方側および他方側にそれぞれ、例えば図 8 に示されるよう

。 。に 2 ０ 以ｱ 9 ０ 未満の範囲で同 じ角度ずつ離れた各位置にそれぞれ連結



してもよい。

また、リング状体 「 2 の外周面 「 2 C に トレッド部材 「 を設けな くて

もよい。

さらに、連結部材 「 3 の前記の側面視における形状は、前記仮想線 」に対

して非対称としてもよい。

００ その他、本発明の趣旨を逸脱 しない範囲で、上記 した実施の形態における

構成要素を周知の構成要素に置き換えることは適宜可能であり、また、上記

した変形例を適宜組み合わせてもよい。

００ 次に、以上説明した作用効果についての検証試験を実施 した。

実施例 「として図 「から図 3 で示 した非空気入 りタイヤ 「を採用 し、実施

例 2 として図 から図 6 で示 した非空気入 りタイヤ 2 において弾性部材 3 8

に代えて図 「および図 2 で示 した弾性部材 「 6 を有する構成を採用 した。

比較例 「として、実施例 「の非空気入 りタイヤ 「において、 「つの連結部

材 「 3 における両連結板 2 「、 2 の各 「 a 、 2 を、 3 つの分

割体 「 2 a が一体となった 「つの分割体に連結 した構成を採用 した。また、

比較例 2 として、実施例 2 の非空気入 りタイヤにおいて、 「つの連結部材 「

3 における両連結板 2 「、 2 の各 「 a 、 2 を、 3 つの分割体

「 2 a が一体となった 「つの分割体に連結 した構成を採用 し、比較例 3 とし

て、実施例 「の非空気入 りタイヤにおいて、弾性部材 「 6 を有 しない構成を

採用 した。

従来例として、内圧を 2 3 ０ a かけた空気入 りタイヤを採用 した。

これらの実施例 「、実施例 2 、比較例 「、比較例 2 、比較例 3 および従来

例のタイヤのサイズは全て 「 9 R 「 6 とした。

００ また、実施例 「では、両連結板 2 「、 2 におけるタイヤの幅方向Hの大

きさおよび厚さをそれぞれ 「 8 、 3 ・ とし、リング状体 「 2 の分

割体 「 2 a におけるタイヤの周方向の大きさおよび厚さをそれぞれ 「 6

、 3 ・ とした。

実施例 2 では、両連結板 2 「、 2 2 におけるタイヤの幅方向Hの大きさお



よび厚さをそれぞれ 「 8 、 2 ・ とし、リング状体 「 2 の分割体 「

2 a におけるタイヤの周方向の大きさおよび厚さをそれぞれ 6 、 3 ・

5 とした。

さらに、実施例 「、実施例 2 、比較例 「、比較例 2 および比較例 3 の全て

について、両連結板 2 「、 2 はステンレス鋼で形成 し、リング状体 「 2 は

アル ミ ニウム合金で形成 した。

００ 8 試験として、まず、従来例を評価基準 ( 「００) として、実施例 「の非空

気入 りタイヤ 「について、重量、転が り抵抗、進行方向のばね定数および制

動方向のばね定数を指数で評価 した。

転が り抵抗については、前述 したそれぞれのタイヤを、 ドラム試験機の ド

ラム上に ・ ０ Nの力で押 し付けた状態で 8 ０ h の速度で回転させ

たときに、 ドラム軸に作用した抵抗力を測定 した。

前記各はね定数については、前述 したそれぞれのタイヤを剛体板上に ・

０ Nの力で押 し付けた状態で、この押 し付け方向に直交する方向のうちタ

イヤの周方向に沿 う方向に剛体板を押 したときの力とその移動量 (タイヤの

変形量 ) とから測定 した。

００ 結果を表 「に示す。

この表において、重量および転が り抵抗は数値が小さいほど良好であるこ

とを示 しており、また、ばね定数は数値が大きいほど大きいことを示 してい

る。

００ 表

重色 転がり抵抗 進行方向の 制動方向の
ばね定数 ばね定数

実施例 ０5 77 105 ０5

従来例 100 100 100 ００

００ この結果、実施例 「の非空気入 りタイヤ 「では、重量の増大を抑えつつ、

リング状体 「 2 の変形量を規制することで転が り抵抗を従来例の空気入 りタ



イヤよ りも低減できたことが確認された。また前記各はね定数の増大を抑え

つつ、これらのばね定数を従来例の空気入 りタイヤと同様に互いに同等にす

ることが可能になることが確認された。

００ 次に、比較例 「を評価基準 ( 「００) として、実施例 「、実施例 2 および

比較例 2 それぞれの非空気入 りタイヤについて、接地圧標準偏差、乗 り心地

性および耐久性を指数で評価 した。

接地圧標準偏差については、比較例 1 、 および実施例 1 、 の各非空気

入 りタイヤを、感圧紙を介 して平板上に ・ ０ Nの力で押 し付けることで

接地形状を得て、この接地形状を画像処理 して計測 した。

乗 り心地性については、前述 したそれぞれのタイヤを車両に装着 し、この

車両に 2 名乗車させて車両を走行させたときの ドライバーによるフィー リン

グで評価 した。

耐久性については、比較例 1 、 2 および実施例 1 、 2 の各非空気入 りタイ

ヤを、 ドラム試験機の ドラム上に ・ 2 Nの力で押 し付けた状態で 8 1

h の速度で回転させ、故障が発生 したときの時間で評価 した。

００ 3 結果を表 2 に示す。

この表において、接地圧標準偏差は数値が小さいほど良好であることを示

しており、また、乗 り心地性および耐久性は数値が大きいほど良好であるこ

とを示 している。

００ 表

接地圧
標準偏差 乗 り心地性 耐久性

実施例 0 2０ ０

実施例2 66 25 30

比較例 100 ００ ０

比較例 97 105 2０

００ この結果、実施例 「の非空気入 りタイヤ 「と比較例 「の非空気入 りタイヤ



との比較、および実施例 2 の非空気入 りタイヤと比較例 2 の非空気入 りタイ

ヤとの比較それぞれにおいて、実施例では、接地圧分布を比較例よ りも低減

でき、乗 り心地性および耐久性については比較例よ りも向上できたことが確

認された。

さらに、実施例 2 の非空気入 りタイヤでは、接地圧分布の低減、さらには

乗 り心地性および耐久性の向上がよ り一層図られることが確認された。

００ さらに、比較例 3 を評価基準として、実施例 「の非空気入 りタイヤ 「につ

いて、接地面積、接地圧標準偏差および両連結板 2 1 、 2 に加わる最大応

力値を指数で評価 した。

接地面積および接地圧標準偏差は、前述と同様にして得 られた接地形状を

画像処理 して計測 した。また、最大応力値は数値解析によ り算出した。

結果を表 3 に示す。

この表において、接地面積は数値が大きいほど大きいことを示 し、接地圧

標準偏差は数値が小さいほど良好であることを示し、また最大応力値は数値

が小さいほど良好であることを示 している。

００ 表

接地面積 接地圧標準偏差 最大応カ

実施例 9 90 90

比較例 100 ００ ００

００ 8 この結果、実施例 「の非空気入 りタイヤ 「では、比較例 3 の非空気入 りタ

イヤと比べて、接地面積を同等に維持 しつつ、接地圧分布および両連結板 2

「、 2 に加わる最大応力値の双方を低減できることが確認された。

産業上の利用可能性

００ この非空気入 りタイヤによれば、重量、硬 さおよび転が り抵抗の増大を抑

えて良好な乗 り心地性、操縦性さらには耐久性を確保 し、かつ接地圧分布の

均等化を図りつつ、パンクの発生を防止することができる。

符号の説明



「、 2 非空気人 りタイヤ、 「 「、 3 「 取 り付け体、 「 2 りング状

体、 2 a 分割体、 「2 b りンヴ状体の内周面、 2 c リンヴ

状体の外周面、 「 3 連結部材、 「 トレッド部材、 「 a 周方

向主溝 （パタ一ン溝）、 「 6 、 3 8 、 ０ 弾性部材、 2 「 第 「連結

板、 2 2 第 2 連結板、 2 「 a 、 2 2 a 一端部、 2 「 b 、 2 2 b

他端部、H タイヤの幅方向、 」 仮想線、 軸線、 R 回転軸線



請求の範囲

請求項 車軸に取 り付けられる取 り付け体と、

取 り付け体をタイヤの径方向の外側から囲むリング状体と、

タイヤの周方向に沿って複数設けられ前記取 り付け体と前記 リング

状体とを連結する連結部材と、を備え、

前記連結部材は、このタイヤをその軸線方向から見たタイヤの側面

視において、タイヤの周方向における一方側に向けて凸となるように

湾曲した第 「連結板 と、他方側に向けて凸となるように湾曲した第 2

連結板 と、を備え、

前記 リング状体は、タイヤの周方向に沿って多数個の分割体に分割

されるとともに、このリング状体内には、タイヤの周方向に沿って延

在 し、かつ前記多数個の分割体をタイヤの周方向に連結する弾性部材

が設けられている非空気入 りタイヤ。

請求項 前記 リング状体の外周面側には、その全周にわたって トレッド部材

が配設され、

この トレッド部材の外周面にはパターン溝が形成され、

前記第 「連結板および第 2 連結板の各一端部は、前記 リング状体の

内周面側において前記パターン溝と対応する位置に連結 されている請

求項 「記載の非空気入 りタイヤ。

請求項3 「つの連結部材における第 「連結板および第 2 連結板の各一端部は

、前記 リング状体の内周面側においてタイヤの周方向における同一の

位置にタイヤの幅方向の位置を互いに異ならせてそれぞれ連結 され、

前記連結部材は、前記第 「連結板がタイヤの幅方向における一の位

置にタイヤの周方向に沿って複数配置され、かつ前記第 2 連結板がタ

イヤの幅方向における他の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置さ

れるように、タイヤの周方向に沿って複数設けられている請求項 「記

載の非空気入 りタイヤ。

請求項 「つの連結部材における第 「連結板および第 2 連結板の各一端部は



、前記 リング状体の内周面側においてタイヤの周方向における同一の

位置にタイヤの幅方向の位置を互いに異ならせてそれぞれ連結 され、

前記連結部材は、前記第 「連結板がタイヤの幅方向における一の位

置にタイヤの周方向に沿って複数配置され、かつ前記第 2 連結板がタ

イヤの幅方向における他の位置にタイヤの周方向に沿って複数配置さ

れるように、タイヤの周方向に沿って複数設けられている請求 2

載の非空気入 りタイヤ。

請求項 前記第 「連結板および第 2 連結板はそれぞれ、金属材料若 しくは樹

脂材料で形成されている請求項 「記載の非空気入 りタイヤ。

請求項 前記第 「連結板および第 2 連結板はそれぞれ、金属材料若 しくは樹

脂材料で形成されている請求項 2 載の非空気入 りタイヤ。

請求項 前記第 「連結板および第 連結板はそれぞれ、金属材料若 しくは樹

脂材料で形成されている請求項 3 載の非空気入 りタイヤ。

請求項8 前記第 「連結板および第 2 連結板はそれぞれ、金属材料若 しくは樹

脂材料で形成されている請求項 載の非空気入 りタイヤ。

請求項 前記 リング状体の内周面側に連結 される第 「連結板および第 2 連結

板の各一端部、および前記取 り付け休の外周面側に連結 される第 「連

結板および第 2 連結板の各他端部のうちの少な く とも一方は、タイヤ

の幅方向に沿って平行に延びる回転軸線回りに回転自在に支持されて

いる請求項 「～8 載の非空気入 りタイヤ。

























INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT/JP2009/062536
A. CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
B60B9/04(2006.01)i, B60C7/00 (2006 .01 )i , B60C7/18 (2006 .01 )i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B. FIELDS SEARCHED

Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
B60B9/04, B60C7/00, B60C7/18

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1996 Jitsuyo Shinan Toro u Koho 1996-2009
Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1971-2009 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2009

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C. DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A WO 2006/116807 Al (BIG TYRE PTY LTD. ), 1ー9
09 November, 2006 (09.11.06) ,
Figs. 1 to 6
& EP 1879755 Al & CA 2606786 A
& JP 2008-539113 A

Further documents are listed in the continuation of Box C. See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " " later document published after the international filing date or priority
"A" document defining the general state of the art which is not considered to date and not in conflict with the application but cited to understand

be of particular relevance the principle or theory underlying the invention

"E" earlier application or patent but published on or after the international filing "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

"L" document which may throw doubts on priority claim(s) or which is step when the document is taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other γ " document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered to involve an inventive step when the document is

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibition or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" document published prior to the international filing date but later than the being obvious to a person skilled in the art

priority date claimed "&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
02 September, 2009 (02.09.09) 15 September, 2009 (15.09 0 9

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japanese Patent Office

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (April 2007)



国際調査報告 国際出願番号 ノ ノ

A ・ 発明の属する分野の分類 (国際特許分類 ( I P C ) )

IntCl B60B9/04(2006. 01) i , B60C7/00(2006. 01) i , B60C7/18 (2006. 01) i

B ・ 調査を行 た分野
調査を行 た最小限資料 (国際特許分類 ( I P C )

IntCl B60B9/04, B60C7/00, B60C7/18

最小限資料以外の資料て調査を行 た分野に含まれるもの

日本国実用新案公報 1 9 2 2 1 9 9 6 午
日本国公開実用新案公報 1 9 7 1 2 0 0 9 午
日本国実用新案登録公報 1 9 9 6 - 2 0 0 9 午
日本国登録実用新案公報 1 9 9 4 - 2 0 0 9 午

国際調査て使用した電子テ タ ス テ タ ス の名称、調査に使用した用譜

C ・ 関連する 認められる文献
引用文献の 関連する
カテ ホ 引用文献名 及ひ 部の箇所か関連する きは、 その関連する箇所の表示 請求項の番号

A WO 2006/116807 A l (BIG TYRE PTY LTD) 2006. 11. 09, ]1 - 6 1 - 9
& EP 1879755 A l & CA 2606786 A & JP 2008-539113 A

ヴ c 欄の続きにも文献か 挙 されて る。 ヴ テ y ト ア に関する別紙を参 。

ホ 引用文献の力テ の日の役に公表 された文献
ΓA 特に関連のある文献てはな < 、 般的技術水準を示す ΓT 国際出願 日又は優先 日後に公表 された文献てあ て

もの 出願 矛盾するものてはな 、発明の原理又は理論
ΓE 国際出願 日前の出願または特許てあるか、国際出願 日 の理解のために引用するもの

以後に公表 されたもの ΓX 特に関連のある文献てあ て、 当該文献のみて発明
ΓL 優先権主張に疑義を提起する文献又は他の文献の発行 の新規性又は進歩性かな 考えられるもの

日若し は他の特別な理 由を確立するために引用す ΓY 特に関連のある文献てあ て、 当該文献 他の 1 以
る文献 理由を付す 上の文献 t の、当業者に t て自明てある組合 に

ΓO 口頭によ る開示、使用、展示等に言及する文献 よ て進歩性かな 考えられるもの
rp 国際出願 日前て、か 優先権の主張の基礎 なる出願 Γ& J 同 テ ト ア 文献

国際調査を完了した日 国際調査報告の発送 日
0 2 . 0 9 . 2 0 0 9 1 5 . 0 9 . 2 0 0 9

国際調査機関の名称及ひあて先 特許庁審査官 権限のある職員 3 Q 8 7 1 6

日本国特許庁 ( I S Aノ J P ) 冨岡 和人
郵便番号 1 0 0 - 8 9 1 5

東京都千代田区霞か関三T 4 番 号 電話番号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 1 内線 3 3 8 1

様式 P C T ノ I S Aノ2 1 0 (第 2 ) ( 2 0 0 7 午 4 月 )


	front-page
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

